
	1	 日本鉄鋼業の概況
2020年は、新型コロナウイルス、COVID-19のパンデミッ
ク（以後、コロナ禍）という災厄が人類を襲った。この災厄は、
経済に甚大な被害をもたらし、社会の有り様にも多大で多様
な変化を強要した。
世界経済はコロナ禍の影響で極めて大きな経済縮小を経験
した。2020年の対前年の実質成長率は、世界全体で－3.5％
であり、日米欧印がマイナス成長の中プラス成長だったのは
中国であった 1）。2019年末に中国・武漢で感染が初めて確認
されたCOVID-192）は、瞬く間に世界中に拡大、苛烈なパンデ
ミックとなった 3）。その結果、中国始め世界各地で大規模な
都市封鎖や行動制限等が実施され経済活動が停滞した。その
後、行動制限の緩和等による経済回復が始まり、2021年は世
界全体で＋5.5％成長と予測されている 1）。ワクチンによる収
束期待はあるが新たな感染やウイルスの新しい変異株の恐れ
が経済回復にとって懸念要因となっている 1）。また、米中対
立に伴う貿易摩擦が米国の政権交代でどう変化するかも見通
しを不透明にしている。
日本経済も、昨年はコロナ禍により大幅に減速した。4-6月
期は実質－27.8％の減速となり、戦後最大の減少率 4）であっ
た。1990年代半ばから名目GDPがほぼ水平飛行となってい
る日本経済 5）は、まさに「失われた30年」の中にいる。欧米
各国には1997年から2019年の間で名目GDPが約2倍から数
倍増加する国がある中で 6）、日本は約3％増でしかなく 5）、経
済開発協力機構（OECD）加盟国でも平均賃金は加盟国平均
以下の下位に低下 7）、貧困化が進んでいるとの指摘も散見さ
れる。
このような長期経済推移の中、2019年10月の消費税増税

による消費の落ち込み、米中経済摩擦、そこにコロナ禍によ
る経済活動の停滞が重なった 8）。デフレ脱却にも有効な需要
増にも繋がる公共投資は1995年度をピークに2011年度には
半減 5）、国土強靭化の動きで2019年度に約6割となったが 5）、
例えば、新幹線の整備は2019年で約4割の進捗 9,10）と依然、
計画値に達していない。公共投資の見通し等からも、名目
GDPの力強い長期の成長を予測する報告はあまり見当たら
ない。短期的には、2021年は2020年の落ち込みの反動はあ
るものの、コロナ禍の再拡大懸念もあり回復のペースは緩慢
なものになるとの見通しが幾つか見られる 1,8,11）。
昨年の国別粗鋼生産量のトップ10は表1の通りである 12）。

1位から3位の序列は2018年以来変わらず、粗鋼生産量は世
界合計で、18億6,398万トン（前年比－0.9％）とわずかに減
少した。中国の粗鋼生産量は、2019年に続き10億トンを突破
した。インドの粗鋼生産量は、2017年から3年連続1億トン
を超えていたが、2020年は1億トンを下回ることとなった。
我が国鉄鋼業の2020年の粗鋼生産量は大幅減となった。

1972年に1億トンを越えて以来、年間約1億トンレベルをほ
ぼ毎年維持していたが、コロナ禍による鋼材需要の減少を受
けて、2020年は8,319万トン（対前年－16.2％）となり、リー
マンショック後の8,753万トン（2009年）を下回った 13）。
国内高炉は、2020年4月の日本製鉄（株）と日鉄日新製鋼

（株）の合併により、日本製鉄、JFEスチール（株）、（株）神
戸製鋼所の3社体制となった。各社構造対策による固定費削
減を継続して追求しているが、コロナ禍の需要減でさらに厳
しい試練が課された。日本製鉄が呉の全設備休止を、JFEス
チールが京浜の上工程休止を相次いで決定、その他合わせて
約900万トンの粗鋼生産能力が削減され、鋼材内需増加が期
待できない中、能力絞り込みが進展している。一方で、長期
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的にも世界鉄鋼需要の伸びは期待されており、各社海外での
需要増をいかに取り込むかに腐心している。実際に、2020年
でも堅調な需要があった中国市場での各社の合弁事業は好調
であったし、需要減から逸早く前年並みに粗鋼生産量が回復
したインド市場での合弁事業も同様であった。
技術に関し注目を集めたキーワードは、やはり高度 IT（情
報技術）と省CO2の2つであろう。高度ITへの取り組みは、
開発・導入フェーズから実装フェーズとなり、例えば、高炉
への導入で成果・進捗が見られた。省CO2については、水素
還元製鉄も検討され始めたが、カーボン・フリー水素の実現
や、CO2の回収・貯留（CCS）、再利用（CCU）も視野に入れた、
ゼロカーボン・スチール 14,15）実現に向けた挙国体制での取組
みが進められつつある。産学連携を旨とする（一社）日本鉄
鋼協会でも、より一層、学術ベースで産業分野の枠を越えた
連携も進める必要に迫られている。以下に、2020年の我が国
鉄鋼業を取り巻く環境について、鉄鋼原料の動向、鉄鋼需要
産業の動向、我が国および世界の粗鋼生産の状況等の観点か
ら概要をまとめる。

1.1　鉄鋼原料の動向
2020年の三大メジャー（リオティント、BHP、ヴァーレ）
の鉄鉱石生産量の合計は、コロナ禍による混乱や、2019年に
ブラジルで発生したテーリングダム決壊事故からの回復の
遅れの影響はあったものの、年後半の鉄鋼生産量の回復を受
け、最終的には2019年比2.2％増の8億4,147万トンとなっ
た 16-18）。
鉄鉱石のスポット価格（CFR China Fe 62％）は、1月の月

間平均93.9ドル/トンから、コロナ禍が世界で広がった3～
4月には、世界経済の落ち込み懸念から一時83ドル/トン台
まで下落したが、その後いち早く感染が収束したとされる中
国での需要拡大を背景に上昇傾向に転じ、12月には月間平
均158.2ドル/トンと年初比で約1.9倍に急騰した 19）。その一
方で原料炭は、コロナ禍をめぐる対応に端を発した豪中通商
摩擦によって、中国への豪州炭の輸入が事実上禁止されてい
る影響で、鉄鉱石に比べて価格上昇圧力が弱く、豪州炭のス
ポット価格（強粘結炭FOB）は1月の月間平均69.7ドル/ト
ンから12月の月間平均83.0ドル/トンと約1.2倍の上昇に留
まっている 20,21）。一方、原料炭の輸入供給が逼迫しているこ
とから、米国炭やカナダ炭の対中価格は上昇し、豪州炭との
価格差が一時100ドル/トン以上に拡大した 22）。
図1に、世界の銑鉄生産量と鉄鉱石および原料炭の年間平
均輸入単価の長期推移を示す 12,23）。これによると、鉄鉱石の
年間平均輸入単価は2016年の56.7ドル/トンを底値に上昇
基調に転じ、2020年は97.1ドル/トンまで上昇した。一方、
原料炭の年間平均輸入単価は、2016年の90.2ドル/トンから
2018年には159.0ドル/トンまで上昇したが、2020年は108.9

ドル/トンと大幅に下落し、2014年と同水準となった。

1.2　鉄鋼需要産業の動向
（一社）日本鉄鋼連盟の鉄鋼需給四半期報 24）、（一社）日本
自動車工業会、（一社）日本造船工業会、（一社）日本電機工業
会等のホームページによると、2020年の鉄鋼需要産業の動向
は概略以下のとおりである。
詳細については、原典あるいは日本鉄鋼連盟、国土交通省、

表1　国別粗鋼生産量のトップ10（出所：WSA；千トン）12）
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および各工業会のホームページを参照されたい。
【土木】2020年度の土木部門の活動は、公共部門については、
前年度比増加を見込む。公共土木受注額は、国土強靱化政策
や自然災害からの復旧・復興需要で治山治水を中心に増加し
ており、前年度比増加で推移している。一方、民間土木受注
額は、リニア中央新幹線などの大型プロジェクトは継続する
ものの、感染症による設備投資計画の見直しにより工事の中
止や延期が予想されることから前年度比では減少している。
土木部門全体としては前年度比増加を見込む。
【建築】2020年度の建築部門は、住宅については貸家の相続
税対策の剥落に加え、感染症の影響が加わり着工戸数が前年
度比減少して推移している。非住宅についても、建設着工床
面積が倉庫物流施設などでは堅調なものの、その他用途では
感染症の影響で低調に推移している。全体としては前年度対
比減少を見込む。
【造船】感染症の世界的な拡大から世界経済が停滞、海上貿易
量も減少している。船腹過剰感は解消されておらず、韓国、
中国造船メーカーとの造船受注環境は厳しい状況が続いてい
る。こうした状況は当面継続すると見られ、起工量は前年対
比減少する見込みである。
【自動車】2020年度の国内販売は、コロナ禍の影響により大
幅に数量が減少したが、7-9月期以降回復しつつあり。10-12

月期は前年同期比増加となった 25）。完成車輸出も、回復基調
にあるものの、10-12月期まで前年実績を下回る見通しであ
る。この結果、完成車生産、鋼材消費はともに前年割れとな
る見込みである。

【産業機械】2020年度の産業機械の生産活動は、コロナ禍の
影響により内需外需とも大幅に数量が減少した。建設機械で
は、国内需要は公共事業向けが堅調も、全体では前年比で減
少が見込まれる。工作機械は、中国向けを中心とした外需の
持ち直しにより回復基調にあるが、前年対比では減少が続く
見通し。産業機械全体では、前年を下回る見通しである。
【電気機械】2020年度の電気機械の動向をみると、重電は石
炭火力発電の計画見直し、感染症影響による設備投資抑制な
どから減少。家庭用電気機器もコロナ禍の影響による消費
の減退等から低調に推移する見通しである。一方、電子部品
については在宅勤務普及によるパソコン需要を背景に堅調
に推移しているが、電気機械全体では前年を下回る見通しで
ある。

1.3　我が国の粗鋼生産状況
我が国の2020年（暦年）の粗鋼生産量は、前年比16.2％減
の8,319万トンとなり、リーマンショック後（2009年）の8,753

万トンを下回り、1969年以来51年ぶりの低い水準となっ
た 26）。これは昨年来の米中貿易摩擦を背景とした世界経済の
成長鈍化傾向に加えて、コロナ禍の影響で自動車向けを中心
とした鋼材需要が減少したことが原因である。

2020年度に入ってからの需要急減で粗鋼生産も急激に
落ち込んだが、自動車生産台数の回復と堅調な中国内需等
が生産増を牽引する形で、6月を底に生産増へ反転した 27）。
「原料高製品安」の構造の中、年央から値上げラッシュの年
となり、また、想定以上に早い需要回復から、年後半は鋼材

図1　世界の銑鉄生産量と鉄鉱石・原料炭の輸入単価推移（暦年）12,23）
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が不足する状況にまでなった 28）。2021年は、コロナ禍の再
拡大等の不安要素により先行き不透明感はあるものの、内
外需ともに前年の落ち込みの反動もあり、総じて回復に向
かうと推定される 8）。

炉別生産では、転炉鋼が6,205万トン（前年比17.3％減）、
電炉鋼が2,115万トン（前年比13.0％減）となり、電炉鋼比率
は25.4％（前年比0.9％増）となった（図2、図3）26,29）。また鋼
種別では、普通鋼が6,576万トン（前年比13.0％減）、特殊鋼

図3　普通鋼と特殊鋼の粗鋼生産量と連鋳比率 29）

図2　我が国の粗鋼生産量の推移（暦年）26）
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が1,744万トン（前年比26.4％減）となった（図2、図3）26,29）。
なお特殊鋼の連鋳比率は、2014年から95％前後とほぼ一定
で推移している。

1.4　世界の粗鋼生産状況
世界の2020年（暦年）の粗鋼生産量は18億6,398万トンと
なり、前年の18億8013万トンにくらべて0.9％の微減となっ
た 12）。主要国の粗鋼生産量を見ると、中国が10億5,300万ト
ンと前年比5.2％増となったのに対し、第2位のインドが前年
比10.6％減の9,957万トン、第3位日本は前年比16.2％減の
8,319万トンにそれぞれ大きく低下した（表1）。その他、コロ
ナ禍の影響が大きかったEU、南北アメリカ地域の生産量が
前年度に比べて大きく低下した。
中国の粗鋼生産量は、初めて10億トンを突破した2019年
に続き、2020年は10億5,300万トン（前年比＋5.2％）となっ
た 12）。コロナ禍ではあったものの、積極的な財政政策等によ
る投資拡大が鋼材消費を押し上げており、需要増に応じて粗
鋼生産量も伸びている。2021年も実質GDPは＋8.1％と予測
されており 1）、経済政策が需要増を促進するとみられること
から、粗鋼生産量も1.4％増となることが見込まれている 30）。
一方で、豪州からの石炭輸入停止起因とも言われる電力不足
からの2020-21冬の各地での停電発生や 31）、国有企業の社債
デフォルトなど景気押し下げ要因 32）も見受けられることか
ら、増加幅も押し下げられる可能性もある。また、中国鉄鋼
業の生産能力は、いまだに大きく過剰であると推測される。
2019年で10億トンを超えない粗鋼見掛け消費量 33）に対して、
粗鋼生産能力は2019年で11.5億トンと推定されている 34）。
インドや我が国の粗鋼生産量を上回る過剰生産能力があるこ
とになる。2019年に続き、2020年もまた、地条鋼復活の気配
が報じられており 35）、巨大規模の過剰生産能力は市況の波乱
要因となる恐れもある。
インドの粗鋼生産量は、2020年は9,957万トン（前年比－

10.6％）となり、2017年から3年連続1億トンを超えていた
が、2020年は1億トンを下回ることとなった 12）。2020年は、
やはり、コロナ禍の影響を受け、国内の需要が急激に減少し
たが、自動車販売も4月には底を打ち、そこからの販売台数
の回復 36）などもあって、粗鋼生産量も5月から急激に回復、8

月には2019年並みとなり、その傾向が継続している 27）。国内
景気全体としては、2021年は、不十分な財政政策や金融緩和
の遅れにより回復ペースが緩やかになるとの見通し 37）もあ
る一方で、IMFの実質成長率見通し（対前年）では、2020年
は－8.0％、2021年は＋11.5％（対2019年＋3％弱）の見通し 1）

となっている。豊富な鉄鉱石資源と将来性のある大きな鋼材
市場が国内に共存するため、鉄鋼業発展の期待が高いインド
市場であるが、2021年に入り、インド政府は公共事業で使用

する鉄鋼製品で、国内製品の調達をさらに強化する方針を公
表した 38）。 2018年より我が国を上回る粗鋼生産量のインド
であるが、粗鋼換算鋼材見掛消費量は2018年で約1億トン規
模であり 39）、今のところ、鉄鉱石資源と鋼材ともに量的には
国内で完結できる構図は継続するものと推定される。

	2	 技術と設備
2015年に経済産業省では、金属素材産業が直面する課題と
して、ⅰ）ユーザーからの素材に対するニーズの高度化と多
様化、ⅱ）海外競合者のキャッチアップ、ⅲ）国内需要の減少
やエネルギー・環境制約、人と設備の制約等、ⅳ）デジタル
化が及ぼす変革インパクト、を掲げた 40）。技術開発戦略とし
ては、材料設計技術の開発、製造技術の開発、分析・評価技
術の開発、人材育成、デジタルデータを用いた予防保全、資
源・エネルギーの有効活用技術の開発、環境への負荷を考慮
した素材開発、が示された。国内製造基盤強化としては、産
業事故の防止、事業再編による競争力強化、エネルギー・環
境問題への対応、デジタル化が及ぼす変革への対応、等が示
され、グローバル戦略の一つとして、原材料供給リスクへの
対応としてリサイクルを含めた資源循環が挙げられた。日本
の鉄鋼各社もこれらの方向性、課題に沿った技術開発、設備
導入を進めている。
最近、世界的な規模で急速にデジタル化、ネットワーク化
が広がり、Internet of Things（IoT）、人工知能（AI）、セン
サー、生体認証、ロボット、等の科学技術が進展し、ものづく
り分野を中心にその成果を活用した技術開発が進められてい
る。第5期科学技術基本計画では、世界に先駆けた「超スマー
ト社会」の実現にむけた取り組みを「Society 5.0」として、科
学技術の成果をあらゆる分野や領域に浸透させ、未来の産業
創造と社会変革を目指している。「情報空間」（サイバー）、「現
実空間」（フィジカル）さらに「心理空間」（ブレイン等）まで
加わり融合が進展し、サイバー空間における情報、データの
獲得、融合、解析、プラットフォーム化が重要になっている。
このような背景の下、高炉大手各社では、AI技術を適用し、
生産現場の操業や設備保全、研究開発、製品開発に引き続き
取り組んでいる。
また、地球温暖化対策については、「脱炭素社会」を今世紀
後半のできるだけ早期に実現することを目指し、2050年まで
に温室効果ガス排出量80％の削減に取り組むことが宣言さ
れた。さらに、イノベーションの推進により社会実装可能な
コストを実現するため、「革新的環境イノベーション戦略」に
てコスト等の明確な目標の設定と課題の設定等を策定し中期
的に取り組むことが示された 41）。
このような背景の下、我が国の鉄鋼産業は、異なる素材と
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の組み合わせによる新しい価値の追求等、素材間協調にも配
慮しつつ、素材間競争が進む中、例えば加工性の高い超高張
力鋼の開発等、ユーザーニーズに答える製品開発を粛々と進
めている。以下に、鉄鋼技術の分野別に主要な技術動向や維
持会員企業の技術的なトピックスを紹介する。

2.1　製銑
2020年（暦年）の銑鉄生産量は、前年比17.8％減の6,160万
トンであった 26）。鉄鋼需要の急激な減少に対応するため、日
本製鉄は北海製鉄（株）室蘭第2高炉改修工事を前倒しする
と共に、東日本製鉄所鹿島地区第1高炉（2020年4月～ 21年
1月）、君津地区第2高炉（2020年6月～ 11月）、関西製鉄所和
歌山地区第1高炉（2020年4月～継続中）、瀬戸内製鉄所呉地
区第2高炉（2020年2月～継続中）の計4基の高炉のバンキン
グ※を実施した。また、2020年7月に九州製鉄所小倉地区第2

高炉を休止した。JFEスチールは西日本製鉄所（福山地区）
第4高炉（2020年6月～ 9月）のバンキング※を実施した。ま
た西日本製鉄所（倉敷地区）第4高炉を2020年4月に吹止め
し、改修工事に着手した。この結果、2020年末時点の稼働高
炉数は20基、そのうち内容積5,000m3以上の高炉は12基と
なり、2019年末と比較して稼働高炉数は5基（バンキング3

基、休止1基、改修中1基）、5,000m3以上の高炉数は2基、そ
れぞれ減少した。
さらに生産体制見直しの一環として、JFEスチールは2023

年9月を目処に東日本製鉄所（京浜地区）の製銑設備（第2高
炉、シャフト炉、第1焼結機、第1、第2コークス炉）を休止す
ることを発表した。
設備の改修、新規導入では、日本製鉄は北海製鉄室蘭第2

高炉の改修を完了した。また、2022年に名古屋製鉄所第3高
炉を改修する計画を発表した。JFEスチールは東日本製鉄所
（千葉地区）第6高炉を2022年に改修する計画を発表した。神
戸製鋼所は「AIによる高炉の炉熱予測システム」を開発し、8

月より加古川製鉄所第2高炉にて運用を開始した。また、JFE

スチールは、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、
日本製鉄、神戸製鋼所と共同で実施中の「環境調和型プロセ
ス技術の開発/フェロコークス技術の開発」において、西日
本製鉄所（福山地区）に建設していた中規模フェロコークス
製造設備（製造量300トン/日）を完成させ、10月より実証試
験を開始した。

2.2　製鋼
2020年（暦年）の粗鋼生産量は、前年比16.2％減の8,319万
トンであった（表1）26）。生産体制見直しの一環として、日本

製鉄は2022年上期を目処に、関西製鉄所和歌山地区の第3鋳
造機の一部を休止することを発表した。JFEスチールは2023

年9月を目処に、東日本製鉄所（京浜地区）の製鋼設備（転炉、
第1電気炉、第1、第3、第5連続鋳造機）を休止することを発
表した。
新規設備の導入動向では、日本製鉄は2022年に瀬戸内製
鉄所広畑地区の冷鉄源溶解プロセスを電気炉プロセスに刷新
する計画を進めている。
中国における環境規制の厳格化により、マグネシア系耐
火物の原料であるマグネシア等の原料供給が減少したため、
2017年以降マグネシア系耐火物の価格が上昇したが、世界経
済の成長鈍化の影響で2019年後半より低下傾向に転じてい
た。しかし2020年秋以降、中国の鉄鋼生産が堅調に推移する
一方で、マグネシア鉱山の環境規制が一段と強化されたため
需給がひっ迫し、価格は再び上昇傾向に転じた 42）。また、こ
れまで原料となるニードルコークスの供給逼迫により価格
が上昇傾向であった黒鉛電極は、鉄鋼生産量減の影響で2020

年は低下した 43,44）。
フェロマンガンをはじめとするマンガン系合金鉄の価格
は、コロナ禍拡大以降、欧州や南アフリカ等の主要生産国で
生産回復が遅れているため、供給のタイト感が増大して2020

年後半は価格が上昇傾向となり、製鋼コストを引き上げる要
因となっている 45）。
開発成果が社会的に公知された事例については、JFEス
チールの「環境調和型高品質ステンレス鋼溶製プロセスの開
発」が、令和2年度文部科学大臣表彰科学技術賞（開発部門）
を受賞した。

2.3　鋼材
2.3.1　薄板
自動車用鋼板分野においては、より一層の燃費向上のた
め鋼板の高強度化による軽量化が強く求められ、高張力鋼
板（以下、ハイテン）の適用拡大が進められている。JFEス
チールが開発した冷間プレス用1.5GPa（1470MPa）級冷延
ハイテンが、冷間プレス用途として世界で初めて自動車の骨
格部品に採用された。1.5GPa級冷延ハイテンは、バンパー
やドアインパクトビームをはじめとする単純な形状の部品
へ既に適用されている。一方、プレス成形性や遅れ破壊の問
題から、形状が複雑な車体骨格部品への冷延ハイテンの適
用は1310MPa級にとどまっていた。ホットスタンプによる
1.5GPa級ハイテンの適用も進んでいるが、加熱・冷却に時間
がかかるため製造コストの増大が課題であった。JFEスチー
ルは、独自の水焼き入れ方式連続焼鈍プロセスにより、合金

※バンキング：送風を停止することで、高炉を再稼動が可能な状態で休止する方法
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添加と微視組織の不均一性を極限まで低減し、1310MPa級
のプレス加工性と高い降伏強度および耐遅れ破壊特性を両立
することで、車体骨格部品への1.5GPa級冷延ハイテンの適
用を実現した。
自動車用懸架ばねにおいても高強度化による軽量化が強
く求められている。近年のばね加工技術の向上により規格鋼
SUP12の高強度化が検討されているものの、高強度化に伴
う靭性や耐水素脆性の低下が課題であった。そこで日本製鉄
は、従来鋼より少ない合金添加量で靭性および耐水素脆性を
改善した低合金高強度懸架ばね用鋼を開発した。この鋼材で
は比較的安価なSi，Cr添加により焼戻し温度を維持しつつ、
Ti添加によりオーステナイト粒を微細化し靭性を向上、B添
加によりP偏析や粒界炭化物の析出を抑制し耐遅れ破壊特性
を改善している。
電磁鋼板分野においては、環境負荷を低減しつつ、省エネ
に貢献できる高機能電磁鋼板の開発が進められている。近
年、モータや変圧器等電気機器の小型化に伴い駆動周波数の
高周波化が進んでおり、電磁鋼板には高周波域での鉄損低減
が求められている。高周波域での鉄損低減には鋼の電気抵抗
を高めるSiの添加量アップが有効であるが、同時に飽和磁束
密度が減少しモータトルクの低下を招くという課題があっ
た。JFEスチールは、CVD（化学気相蒸着）連続浸珪プロセス
技術を用い、表層のみSi濃度を高くしたSi傾斜磁性材を開発
し、「第8回ものづくり日本大賞」内閣総理大臣賞を受賞して
いる。さらに、同プロセス技術において浸珪量と拡散条件の
最適化によるSi濃度分布のコントロールおよび結晶方位制
御により、従来の無方向性電磁鋼板並みの磁束密度を維持し
つつ高周波鉄損を低減し、モータの高トルク化と大幅な高効
率化の両立を可能とする高速モータ用Si傾斜磁性材料を開
発した。
開発成果が認められた事例としては、日本製鉄が開発した
新型高精度平坦度計を用いた高強度熱延鋼板の製造技術が、
令和2年度文部科学大臣表彰科学技術賞（開発部門）を受賞
した。同技術により、熱間圧延中における鋼板の伸び率の幅
方向分布（平坦度）を高精度に測定した上で、圧延機を自動
制御し、機械特性に優れた薄鋼板を安定的に製造することが
可能となった。
また、JFEスチールが開発した世界最速を実現する調質圧
延装置が、第54回機械振興賞 機械振興協会会長賞を受賞し
た。各種センサーデータと最適化・シミュレーション技術を
リアルタイムに融合したインテリジェント制御技術により、
鋼板の形状、伸び率、蛇行量などを高精度に自動制御し、鋼
板全長にわたる品質向上と、世界最速である800m/minでの
安定した圧延が可能となった。

2.3.2　厚板
厚板分野においては、JFEスチールが開発した超大型コン
テナ船用極厚高アレスト鋼板が、第66回（令和元年度）大河
内記念賞を受賞した。数多くのコンテナを積載するコンテナ
船は、デッキ上部に大きな開口部を有している。海上航行に
あたっては、船体に大きな波の荷重を受けるため、デッキ上
部や船体側面に、極厚かつ高強度の鋼材が使用されている。
近年、輸送効率向上を目的に、コンテナの積載量が20,000個
を超える超大型コンテナ船が登場し、鋼板板厚は50mmから
100mmまで拡大し、降伏強度は460MPa級までの高強度化
が求められるようになった。しかし、鋼材の板厚が厚くなる
ほど、脆性き裂の進展を停止するために必要なアレスト性能
が高くなる。そこで同社は、加熱温度や圧延温度を精緻に制
御するTMCP技術を活用し、鋼板の板厚中央部にき裂の伝播
に抵抗する向きの結晶比率を高める技術を確立し、世界最高
厚となる100mmの極厚高強度鋼板においても、高アレスト
性能の確保を可能とした。

2.3.3　鋼管
JFEスチールの熱間成形継目無角形鋼管が、「CLT PARK 

HARUMI （CLT パークハルミ）」のパビリオン棟の鉄骨柱に
採用された。本鋼管は、熱間シームレス成形により製造さ
れる国内唯一の継目無角形鋼管で、2014年3月に国土交通
大臣の認定を取得している。小径・厚肉の断面を特徴とし、
柱材に使用した場合、空間の有効利用・省スペース化が可
能であり、意匠材としても有効に活用できる。「CLT PARK 

HARUMI」では、小径・厚肉の角形断面をもつ本鋼管を用
いることで、2方向の地震力に耐えつつ、鉄と木材のコラボ
レーションによる優れた意匠性を実現することができた。
日本製鉄と日鉄ステンレス鋼管（株）が製造・販売する高
圧水素用ステンレス鋼が、東京ガス（株）と日本水素ステー
ションネットワーク（同）が共同で建設した「豊洲水素ステー
ション」に採用された。本鋼は、高圧水素環境下においても
水素脆化を起こさないことから、水素ステーションの長寿命
化・安全性向上を実現した。また、高強度であることから配
管の薄肉設計と内径の拡大が図られ、水素の大流量化・高速
充填が可能となった。さらに、溶接部においても母材と同等
の強度・耐水素脆性をもつため、数多くの継手部を従来の機
械式継手から溶接施工とすることが可能で、水素ステーショ
ンのコンパクト化に寄与する。

JFEスチールとJFEコンテイナー（株）は、水素ステーショ
ン用蓄圧容器の開発を行っており、2018年度に国産初の水
素ステーション用Type2蓄圧器の商品化を完了したが、この
JFE製Type2蓄圧器が豊田豊栄水素ステーション（愛知県）
で初めて採用され、2020年12月より運用が開始された。JFE
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製Type2蓄圧器は使用可能圧力範囲が広く、一度に燃料電池
車（Fuel Cell Vehicle ： FCV）に多量の水素を供給できる特
長がある。そのため、燃料電池バスや供給台数が多いステー
ションでの採用が期待され、FCVの普及が進むことで今後更
にニーズが高まっていくことが予想される。当容器は、JFE

コンテイナーが設計し、JFEスチール製の鋼管から製造した
鋼製ライナの胴部に、炭素繊維を巻きつけたものである。耐
圧性能を鉄と炭素繊維で最適に分担し、高圧力範囲で長寿命
化を実現している。形状はシンプルなストレート型で、ライ
ナの製造と炭素繊維の巻きつけ工程の簡略化、炭素繊維の使
用量減による製造コストの低減、また大口径を活かしたメン
テナンスの簡易化が可能となった。

2.3.4　条鋼・形鋼
日本製鉄は、圧延H形鋼として世界最大の外法一定H形
鋼の販売を開始した。既存の大型サイズを約2割超える製品
ウェブ高さ1200mm迄の圧延プロセスを確立し、大断面サイ
ズを中心としてサイズメニューを拡充して、2020年4月より
販売を開始した。製造拠点の関西製鉄所和歌山地区（堺）大
形工場は、1961年10月より、ユニバーサルミルを採用した
国内初の大形形鋼工場として操業を開始し、これまで世界最
大級の超極厚H形鋼やハット形鋼矢板等の新商品を世に送
り出してきた。中でも、画期的な製造プロセスの導入により、
1989年から製造・販売を開始した外法一定H形鋼は、ウェブ
高さ・フランジ幅一定により設計簡素化と加工省力化を実現
し、以降もサイズメニューの拡充も行いながら、豊富なバリ
エーション、優れた寸法・形状精度と正確なデリバリー等に
よりユーザーから信頼を得てきた。 

2.4　計測・制御・システム
計測関係では、JFEスチールが、「ツイン投光差分方式表面
検査装置」で第55回機械振興賞　機械振興協会会長賞を受賞
した。凹凸欠陥のみを強調し検出できる「ツイン投光差分方
式表面検査装置」を独自に研究開発し、知多製造所のシーム
レス管工場や電縫管工場、東日本製鉄所（京浜地区）や西日
本製鉄所（福山地区）の厚板工場における黒皮鋼材の製造ラ
インへ導入し、欠陥の流出防止、製品の表面品質向上に活用
している。さらにJFEスチールは「漏洩磁束法による鋼板の
微小凹凸欠陥計測装置の発明」で、令和2年度全国発明表彰
　発明協会会長賞を受賞した。欠陥部の歪により生じる鋼板
の磁気特性変化を漏洩磁束法により検出することで、微小凹
凸欠陥の自動検出に成功した。本発明により、これまで人手
に頼っていた検査を自動化することで、自動車用途等の高品
質鋼板の生産性が向上し、熟練技術者の感覚に頼っていた砥
石がけ検査を省略することで、確実な鋼板の品質保証が可能

となった。なお、本発明の自動検出技術は、2017年10月「中
国地方発明表彰 文部科学大臣賞」、2019年2月「機械振興協
会　機械振興協会会長賞」を受賞している。

2～ 3年前からIT技術に関する専門部署が高炉会社を中心
に設置され始めたが、昨年も引き続き、日本製鉄がデータと
デジタル技術の積極活用による事業競争力の更なる強化を目
的として、2020 年 4 月に「デジタル改革推進部」を設置する
等、デジタルトランスフォーメーション（DX）に関わる組織
の再編および機能再構築を行った。新組織は、製造・整備の
現場、販売・生産計画、収益管理等に関する全社横断的な課
題への一元的対応およびこれらの基盤となるデータマネジメ
ントの強化により、業務・生産プロセス改革の実行を加速す
る。JFEスチールも、DXを推進する部署を開設し、製造プロ
セスのサイバーフィジカルシステム （CPS）化を進めるなど、
DXを積極的に推進することで、革新的な生産性向上および
安定操業の実現を目指している。今後とも、製造現場におけ
るあらゆる分野の課題を、DXを通じて解決していくことで、
持続可能な社会の実現に貢献していく。
操業支援システム分野では、神戸製鋼所が「AIによる高炉
の炉熱予測システム」を開発し、2020年8月より加古川製鉄
所第2高炉にて運用を開始した。これにより、5時間先の溶
銑の温度が自動かつ高精度で予測可能となり、炉内温度低下
などの操業トラブルを未然に防止し、さらなる安定操業に繋
がる。運用を開始した予測システムは、「炉熱予測」を可能に
するもので、炉内の反応熱や放散熱を複数のパラメータを有
する数学モデルに入力し、5時間先の溶銑温度を算出するシ
ステムである。特長は、予測精度が最高になるよう、過去数
十時間の操業実績に基づき、長期的な炉熱変化を再現すると
ともに、特に直近数時間の炉熱実績は極めて高精度に再現で
きるよう、AIで最適なパラメータの探索を可能にした点であ
る。さらに通気予測についても自動化されると、コークスの
使用量が少ない状態での高炉操業において、AIが自動で最適
な判断、対処をすることが可能となる。なお、本開発は2018

年10月に発足したAI推進プロジェクト部の成果の一つであ
る。また、JFEスチールは、国内の製鉄所の燃料・電力運用
における省エネルギー・CO2削減、コスト最小化を目的に、
オペレータによる運用を支援するガイダンスシステムを開発
し、運用を開始した。これまでに西日本製鉄所（倉敷地区、福
山地区）に導入し、その活用による運用効果を確認している。
今後は、他事業所への導入を進め、さらなる省エネルギー・
CO2削減を実現していく。これまでは、現在時点のガス需給
状況と日毎生産計画を前提に運用していたが、本システムの
導入により、リアルタイムの測定データと生産計画を用いて
高精度な燃料・電力需給予測に基づいた副生ガス貯蔵、払出
の適切な需給調整が可能となり、都市ガス、電力の購入量の
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最適化が可能となった。従来のオペレータの経験や能力に
基づく運用に対して、さらに効率的な運用ができるようにな
り、省エネルギー・CO2削減、燃料・電力コストの低減を実
現した。

JFEスチールは、コイル製品倉庫の荷役設備である自動天
井クレーンのスマート運用システムを開発し、全社展開を開
始した。本システムを導入し、作業スケジュールおよび製品
配置を最適化にすることによって、出荷能力の大幅な向上を
実現した。今回開発したスマート運用システムでは、「スケ
ジューリングプログラム」によって、操業・出荷計画等をベー
スに作業順を自動的に最適化することで、入出庫作業の効率
向上および無人化を実現した。さらに、本プログラムの機能
の一つである「配置最適化機能」によって、手待ち時にコイ
ル製品を理想的な配置に並べ替えることで、別のコイル製品
が上に乗ってしまっている場合に発生する掘り出し作業を低
減し、入出庫の待ち時間を大幅に削減することが可能となっ
た。2020年10月までに、西日本製鉄所（福山地区）のコイル
製品倉庫で稼働する自動クレーン6基に、本システムの導入
を完了し、これまで発生していたコイル製品の搬出時待ち時
間が不要になるなど、出荷能力の大幅な向上を実現した。

JFEスチールおよびNECソリューションイノベータ（株）
は、「人物行動分析ソフトウェアを用いた安全行動サポート
システムの開発」で、2019年度人工知能学会現場イノベー
ション賞・金賞を受賞した。今回受賞した安全行動サポート
システムは、あらかじめ作業員や工場内設備の画像をAIに学
習させることで、工場内に設置したカメラ映像からAIが動く
物体を自動的に識別し、作業員が安全な行動をとれるようサ
ポートするもので、NECソリューションイノベータが開発
し、JFEスチールが導入した。
設備・操業の監視システム関連では、日本製鉄が、製鉄所
での設備状態監視基盤の構築に向け、日本電気（株）のAI技
術「インバリアント分析技術」を活用したAI分析ソフトウェ
アを採用し、2021年1月に東日本製鉄所君津地区で設備状態
のオンライン監視における長期間運用テストを開始した。ま
た、原因究明に10日間を要した解決難易度の高いトラブル
に対し、オフラインデータを用いて本ソフトウェアを活用す
ることで、事前にトラブルの予兆を検知できることを実証し
確認した。製造工程各所に設置した500点の物理センサーか
ら収集したデータを含む2,000以上の計測項目データ（電流・
温度・圧力・制御信号など）を基に設備や装置の振る舞いを
AIにより学習し、モデル化することで、トラブルを未然に防
ぎ、設備点検・稼働監視の効率化を図る。

JFEスチールとKDDI（株）は、東日本製鉄所（千葉地区）
において、第5世代移動通信システム「5G」を2020年4月か
ら導入し、4K映像等の活用を通して、JFEスチールの安定操

業やスマートファクトリー化を推進している。5Gは、高速・
大容量、低遅延、多数の端末との接続を特長としており、リ
アルタイム性と安定性が求められる製造現場のネットワーク
環境において、5Gの技術を活用することで、さまざまなセン
サーで取得した大量のデータを一括収集し、各設備を一括制
御することが可能になり、製造現場全体の最適化を図ること
ができる。また、生産効率向上、工場内の自由なレイアウト
変更への対応、設備と作業員の協働支援など、工場のスマー
トファクトリー化、DXの更なる推進に貢献することが期待
されている。Step1として、2020年4月に東日本製鉄所（千
葉地区）熱延工場内に生産ラインを監視する高精細 ITVカメ
ラとKDDIの5G基地局を設置し、カメラにより撮影された
4K映像を5Gで伝送することにより、蓄積される映像と各種
トレンドを同期化して分析できる仕組みを構築し、試運転の
後、5月より稼働させた。

JFEスチールは、最新の複合現実（Mixed Reality）技術を
活用した教育訓練シミュレータを、西日本製鉄所へ導入し
た。製鉄所の熟練現場作業について、最新の仮想化技術を用
いることで、実操業と同等の訓練を可能とする、国内鉄鋼業
界初のシステムである。このたび、連続鋳造機での溶鋼鋳込
み量調整作業について訓練シミュレータを開発し、既に運用
を開始している。通常の操業変化だけではなく、鋳込み量を
調整するノズルの閉塞現象をはじめとする異常事態のシナ
リオも準備しており、予期せぬ操業変化や異常事態に対する
訓練を、現実の作業と同様の環境で実施することができる。
シナリオを容易に追加することができるため、必要に応じて
様々な異常事態に対する訓練を追加で実施することができ
る。OJTの前に本システムで訓練することで、従来と比べて
操業・安全リスクを低減できるだけではなく、異常事態での
判断や処置を迅速に行うことができる。

2.5　建築・土木
日本製鉄は、製品ウェブ高さ1200mmまでの大断面サイズ
の外法一定H形鋼で、一般社団法人サステナブル経営推進機
構（SuMPO）が認証する「エコリーフ」環境ラベルを取得し
た。エコリーフは、LCA（ライフサイクルアセスメント）手法
を用いて、資源採取から製造、物流、使用、廃棄・リサイクル
までの製品のライフサイクル全体を考えた環境情報を定量的
に開示する国際的な認証制度の一つである。顧客はこれに基
づき、使用する製品のライフサイクルでの環境負荷を客観的
に評価することが可能となる。ふぇらむの2020年12号でも
特集した、「持続可能な開発目標」（SDGs）を意識した、こう
した鉄鋼製品の環境性能開示のトレンドは今後ますます加速
すると予想される。
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2.6　環境・エネルギー
2.6.1　気象変動に関する国際交渉と日本政府の取組み
国際エネルギー機関（IEA）の分析によると気温上昇2度未
満の実現には2070年までに温暖化ガスの排出を「実質ゼロ」
にする必要があるとされているが、国家レベルで初めて「実
質ゼロ」を掲げたのは2017年6月のスウェーデンである。そ
の後19年に欧州連合（EU）は50年までに域内の排出「実質
ゼロ」を目指すと決め、20年後半には日本、中国、韓国など
アジア諸国も相次いで「実質ゼロ」の目標を掲げた。また、
2020年11月にパリ協定から正式に離脱していた米国は、21

年1月に就任したバイデン新大統領が温暖化ガスの排出削
減を目指す大統領令に署名し、パリ協定に復帰することにな
り、2050年に経済全体での排出ガス「実質ゼロ」を達成する
ことも掲げた。
我が国では、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、政府が地球温暖化対策推進法に基づいて、2016年
5月に「地球温暖化対策計画」を策定した。本計画では、2030

年度に2013年度比で温室効果ガスを26％削減するとの中期
目標、及び2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を
目指す長期目標が掲げられている。2018年4月に「第五次環
境基本計画」が決定され、SDGs、パリ協定を踏まえてイノ
ベーションの創出や経済・社会的課題との同時解決など今
後の環境政策の展開の方向が示された。さらに同年7月には
「第五次エネルギー基本計画」が決定され、エネルギー政策の
基本的な方向が示された。2030年に向けた対応として、温室
効果ガス26％削減に向けてエネルギーミッククスの確実な
実現に取り組むこと、2050年に向けては、温室効果ガス80％
削減を目指してエネルギー転換・脱炭素化への挑戦が掲げ
られ、あらゆる選択肢の可能性を追求することが示された。
2019年6月には「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦
略」が閣議決定され、「脱炭素社会」を今世紀後半のできるだ
け早期に実現することを目指し、2050年までに温室効果ガ
ス排出量80％の削減に取り組むことが改めて示された。さ
らに、環境と成長の好循環を実現するための横断的施策とし
て、イノベーションの推進により社会実装可能なコストの実
現を図るため、「革新的環境イノベーション戦略」にてコスト
等の明確な目標の設定と課題の設定等を策定し中期的に取り
組むことが示された 41）。エネルギー分野では、再生可能エネ
ルギーの主力電源化、火力のCO2排出削減、CCS・CCU／
カーボンリサイクル、水素社会実現／蓄電池／原子力／省エ
ネ等あらゆる選択肢を追求することが挙げられ、また産業分
野では、脱炭素化ものづくりとして「ゼロカーボン・スチー
ル」への挑戦等のCO2フリー水素の活用、人口光合成等の
CCU／バイオマスによる原料転換等が示された。「ゼロカー
ボン・スチール」の実現では目標として、2050年以降のでき

るだけ早い時期までに、現在の高炉法による鉄鋼製造と同等
のコストで水素還元製鉄技術等の超革新技術の開発を行うこ
とが挙げられ、実用化の条件としては、2050年の水素コスト
（プラント引渡しコスト）20円/Nm3 という目標をさらに下
回る水準でCO2フリー水素が安定的かつ大量に供給される
ことが併記されている。
パリ協定及び2015年のCOP21決定において、締約国は

2020年までに削減目標等である「国が決定する貢献（NDC）」
を作成・通報・維持することが定められており、2020年ま
でに改めてNDCを通報又は更新し、また条約事務局へそれ
を提出することが求められている。日本は、2020年3月に日
本のNDCを決定し、1）現在の中期目標（2030年度26％削減
（2013年度比））を確実に達成し更なる削減努力を追求し「地
球温暖化対策計画」の見直しに着手すること、2）温室効果ガ
ス全体に関する対策・施策を積み上げ更なる野心的な削減努
力を反映した意欲的な数値を目指すこと、3）「パリ協定に基
づく成長戦略としての長期戦略」に基づき2050年にできる
だけ近い時期に脱炭素社会を実現できるよう努力することを
掲げ、今後このNDCに基づいて気候変動対策を強化し脱炭
素社会に貢献していくことを表明した。

2.6.2　日本鉄鋼業の取組み
日本鉄鋼連盟は、京都議定書第一約束期間に実施した「自
主行動計画」に続き、現在2020年度をターゲットとした低
炭素社会実行計画フェーズⅠを推進している。また、2014年
11月には、我が国の約束草案（2030年度目標）の策定に先駆
け、2030年度をターゲットとする低炭素社会実行計画フェー
ズⅡを策定した。これらの自主的な取組みの基本コンセプト
は、「エコプロセス」、「エコプロダクト」、「エコソリューショ
ン」の3つのエコと「革新的技術開発」の4本柱である 46）。低
炭素社会実行計画に参加する企業の2019年度のCO2排出量
は、BAU基準で1億7,164万トンであった。2019年度の補正
排出量（生産構成比変化を考慮、電力排出係数を固定）は1億
7,364万トンであり、基準の2005年度に比べ330万トン削減
となり、目標（300万トン）比30万トン超過達成であった。鉄
鋼業全体の2019年度の排出量は1億7,671万トンであった 46）。
エコプロセスは鉄鋼生産プロセスにおける省エネ／ CO2

削減努力を目指すものであり、エコプロダクトは高機能鋼材
の供給による製品の使用段階での削減に貢献するもの、そし
てエコソリューションは日本鉄鋼業が開発・実用化した省エ
ネ技術の移転普及による地球規模での削減に貢献するもので
ある。革新的技術開発としては、革新的製鉄プロセスの開発
（COURSE50）と革新的製銑プロセスの開発（フェロコーク
ス）に主に取り組んでいる。表2に低炭素実行計画の目標を
示す 46）。
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COURSE50は、NEDOのプロジェクト「環境調和型プロ
セス技術の開発」に位置づけられ、2008年度から実施されて
いる。事業目的は、地球温暖化防止に貢献するため、高炉か
らのCO2の発生量を減少させる技術、及び発生したCO2を分
離・回収する技術を開発することである。具体的には、コー
クス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含ま
れる水素を増幅し、コークスの一部代替にその水素を用いて
鉄鉱石を還元する技術を開発する。また、高炉ガス（BFG）
からCO2を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を活用した
革新的なCO2の分離回収技術を開発する。これらの技術開発
によりCO2出量の約3割削減を目標としている。これらの技
術開発においては、フェーズⅠ­STEP1（2008-2012年度）と
して要素技術開発を実施し、フェーズⅠ­STEP2（2013-2017

年度）では各要素技術を統合したパイロットレベルの総合実
証試験を行った。その結果、試験高炉により水素を活用した
高炉のCO2低減操業が可能であることを実証するとともに、
高炉のCO2分離回収についても世界トップレベルのCO2吸
収液・プロセスを実現した。

2018年度からは水素還元等プロセス技術の開発（フェー
ズⅡ­STEP1（2018-2022年度））が開始され、フェーズⅡ­
STEP2（2023-2025年度）を経て、最終的に製鉄所における現
状の全排出レベルに比較して約30％のCO2排出削減を可能
とすることを目標としている。2020年8月に行われたフェー
ズⅡ­STEP1の中間評価において、未利用排熱回収技術、
CO2分離回収技術、高性能焼結材の技術開発が進み、短期間
で高い成果が得られたと、非常に高く評価された 47）。具体的
には、a）高炉からのCO2排出削減技術では、実用化に向けて

高炉の水素活用還元技術の選択肢拡大のため、常温水素系ガ
スの羽口吹込み単独操作で、約10％のCO2削減が達成可能で
あることを実験（試験高炉）と理論（数学モデル）の両面か
ら実証し、b）高炉ガスからのCO2分離回収技術として、ⅰ）
理論限界に近い分離回収所要エネルギー原単位1.63GJ／ t‒
CO2を達成し、ⅱ）実排ガスの清浄調査により、耐久性を考
慮した排熱回収設備構成を提示した 48）。
フェーズⅡ―STEP1の最終目標は、a）高炉からのCO2排
出削減技術として、ⅰ）高炉からのCO2排出削減量約10％達
成すること、ⅱ）高炉の実機を部分的に改造した「全周羽口
吹込み」の試験操業を実施し、上記目標達成に資すること、
b）高炉ガスからのCO2分離回収技術として、高炉ガスから
のCO2分離回収コスト2,000円／ t‒CO2を実現する技術の確
度向上を図り、分離回収エネルギー 1.6GJ／ t‒CO2を到達
し、CO2排出削減量約20％の技術に資することであったが、
a）の最終目標を以下のように変更した。すなわち、a）高炉か
らのCO2排出削減技術の最終目標は、ⅰ）高炉からのCO2排
出量約10％削減に向けて、実効性の高い見通しを得ること、
ⅱ）高炉の実機を部分的に改造した「全周羽口吹込み」試験
は、CO2削減技術開発の状況をみながらフェーズⅡ―STEP2

（2023年度）以降に行い、上記目標達成に資する、と変更され
た 48）。なお、COURSE50の最終目標は、CO2貯留に関するイ
ンフラ整備と実機化に経済合理性が確保されることを前提
に、 2030年までに1号機の実用化、高炉関連設備の更新のタ
イミングを踏まえて、 2050年までの普及を目指すことであり
変更はない 48）。
一方、フェロコークス事業は、2006年度から3年間、経済

表2　日本鉄鋼連盟の低炭素社会実行計画の目標 46）
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産業省の産学共同プロジェクト「革新的製銑プロセスの先導
的研究」で推進され、さらに2009年度から4年間NEDO・経
済産業省の「資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技
術開発」プロジェクトとして実施され、要素技術を開発した。
本プロセスは、一般炭と低品位鉄鉱石の混合成型・乾留によ
り生成された金属鉄の触媒作用を利用して還元を低温で行
い、還元効率を飛躍的に高めた革新的塊成物（フェロコーク
ス）を使用することで、投入するコークス量（炭素量）を削減
できる省エネルギー技術である。この技術は省エネ、CO2削
減効果を最適化する観点から、「水素還元等プロセス技術の
開発」との一体推進が適当と判断され、NEDOプロジェクト
「環境調和型プロセス技術の開発」の中に「フェロコークス技
術の開発」として加えられた。

NEDOとJFEスチールは、神戸製鋼所、日本製鉄と共同で
2017年度に「環境調和型プロセス技術の開発／フェロコーク
ス技術の開発」プロジェクトを開始し、2020年にJFEスチー
ルは、西日本製鉄所（福山地区）に建設していた日産300ト
ンの中規模フェロコークス製造設備を完成させ、10月9日よ
り実証試験を開始した。本設備は、商用化した際の想定規模
である日産1500トンの5分の1の規模であり、商用化の前段
階の実証設備である。設備は粉砕・乾燥設備、混練・成型設
備、乾留設備より構成され、粉砕された低品位石炭、低品位
鉄鉱石、バインダーを練り合わせ、成型、乾留し、金属鉄を含
有するフェロコークスが製造される。2022年度まで、本設備
でフェロコークスの製造を行い、実高炉へ長期的に連続装入
することで、高炉の還元材比や操業安定性に及ぼす影響を評
価する。本設備での実証研究を経て、高炉使用時のCO2排出
量の大幅削減、省エネルギー、および低品位の石炭・鉄鉱石
使用による資源対応力強化を目的としたフェロコークス製造
技術を開発し、2023年頃までに製銑プロセスにおけるエネル
ギー消費量とCO2排出量を約10％削減する技術の確立を目
指すものである 49）。

2.6.3　個別企業の取組み
CO2の利用・削減技術としては、日本製鉄と国立大学法人
富山大学及び民間企業4社は共同で、NEDOの「カーボンリ
サイクル・次世 代火力発電等技術開発／ CO2排出削減・有
効利用実用化技術開発／化学品へのCO2利用技術開発」に応
募し、技術開発事業の委託先として採択された。NEDOは、
既存の化石燃料由来の化学品を、CO2を原料とする化学品に
代替することを目的とするCO2利用技術の開発として、CO2

を原料とするパラキシレン製造に関する技術開発事業への取
り組みを開始した。パラキシレンは、化学品を製造するカー
ボンリサイクル技術の中では水素原料の使用量を抑えてCO2

を固定化できる特長がある。仮に現在の世界のパラキシレン

の需要を全てCO2原料に切り替えた場合のCO2固定量は1.6

億トン／年に上る。また、日本製鉄は、国立大学法人京都大
学、（公財）高輝度光科学研究センター（JASRI）、国立大学法
人信州大学及び日本製鉄の研究グループが、従来の吸着剤と
は異なる新材料（ゲート型吸着剤）を活用した二酸化炭素の
高効率分離システムを提案したと発表した。本研究グループ
は、自身が吸熱的に構造変形することでCO2を取り込む際の
熱発生を抑えることが可能なゲート型吸着剤の優れたCO2

分離性能を明らかにし、このゲート型吸着剤の特性を活かし
た高速度吸着分離システムを考案し、そのCO2分離効率が従
来方式と比較して極めて高くなることを見出した。 本研究
は、ゲート型吸着剤がCO2の吸着分離回収システムの高効率
化・省エネルギー化に有用であることを示したものである。

JFEスチールは、太平洋セメント（株）と（公財）地球環境
産業技術研究機構（以下RITE）とともに、ⅰ）鉄鋼スラグや
廃コンクリート等を対象として、これらから湿式で抽出した
アルカリ土類金属を活用し、工場等より排出された二酸化炭
素との反応により、安定した化合物である炭酸塩として回収
する技術の開発、およびⅱ）生成した炭酸塩の有効利用技術
の開発、を中心に3者で研究会を設置し協力して取り組むこ
とを明らかにした。
日本製鉄及びJFE スチールは、民間企業6社及び（一財）
日本海事協会とともに「CCR研究会船舶カーボンリサイクル
WG」に参加し、第一回会合を開催した。本WG は、メタネー
ション技術を船舶のゼロ・エミッション燃料に活用する構想
の実現可能性を探ることを目的として、2019年8月に、CCR

研究会に設置されたものである。本WGの活動を通じ、日本
による輸出入の 99.6％を担う海上輸送の過程での温室効果
ガス排出をゼロにして、持続可能な社会の形成に寄与するこ
とを目指している。
日本製鉄とリオティントは、炭素排出の少ない鉄のバリュー
チェーンへの移行に向けた技術の探索、開発、実証を共同で行
うための覚書を締結した。このパートナーシップの目的は、鉄
鉱石の採掘から製鉄までの鉄のバリューチェーン全体で脱炭
素化に向けた技術を幅広く検討することで、日本製鉄の製鉄
技術とリオティントの鉄鉱石処理技術を統合して炭素排出を
低減した革新的な鉄鋼製造プロセスを確立することが含まれ
る。鉄鋼業界のカーボンニュートラルへの移行が長期的かつ
複雑であることを踏まえて、世界の鉄鋼業がカーボンニュー
トラルに移行する上での新たな有望な技術を追求していく。
大同特殊鋼（株）は、（一社）日本経済団体連合会が策定した

「チャレンジ・ゼロ（チャレンジ ネット・ゼロカーボン イノベー
ション）」に参加した。「チャレンジ・ゼロ」は、日本経済団体連
合会が日本政府と連携し、気候変動対策の国際枠組み「パリ協
定」が長期的なゴールと位置付ける「脱炭素社会」の実現に向
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け、企業・団体がチャレンジするイノベーションのアクション
を国内外に発信し、後押ししていくことを目的としたプロジェ
クトである。炉体旋回式電気炉第1号機を2013年に知多工場
（愛知県東海市）に導入したが、今後は当社の電気炉更新時期
に合わせて炉体旋回式電気炉を導入し、一層のCO2排出削減
にチャレンジすることに加え、新設・改造を問わず国内外の製
鋼事業者に炉体旋回式電気炉の普及・拡販を推し進めること
により、鉄鋼業界全体のCO2排出削減にチャレンジしていく。
また、大同特殊鋼は2020年11月に2030年、2050年に向
けた中長期戦略的CO2削減目標と行動計画の策定を目的に
「CO2削減プロジェクト」を新設し、「継続的省エネ技術開
発」、「再生可能エネルギーの積極活用」、「CO2フリー水素の
有効活用」に取り組み、全社を挙げて積極的にCO2排出削減
にチャレンジする。
山陽特殊製鋼は、廃熱回収装置であるレキュペレータのエ
ネルギー効率向上を図るため、従来の高クロムフェライト系
耐熱鋼よりも高い廃熱回収温度に耐え得る高温強度と耐高温
腐食性を有する次世代型レキュペレータ用鋼を開発した。開
発鋼を使用することで、各種工業炉におけるエネルギー効率
向上による燃料節減とCO2排出量削減が期待される。また、
このイノベーション事例で「チャレンジ・ゼロ」に参加した。
次に、スラグ利用技術に関しては、日本製鉄が第52回（令
和元年度）市村賞において、開発技術「鉄鋼スラグによる多
様な生態系サービスをもたらす海の森再生技術」で市村地球
環境産業賞を受賞した。製鋼スラグと腐植土を活用した海域
向けの施肥材（鉄分供給鉄鋼スラグ製品）によるⅰ）多様な
生態系サービスの提供、ⅱ）藻場（ブルーカーボン生態系）で
のCO2吸収・固定による地球温暖化抑制に関する技術を開発・
実用化したことが評価された。2004年から同技術による海の
森再生に着手し、全国38箇所で実施しており、調査した30箇
所の再生藻場面積は約3.2haであり、ブルーカーボンとして
固定化された量は年間最大115t- CO2 と試算されている。
また、JFEスチールは、従来、横浜市と共同で行ってきた
山下公園前の海域での鉄鋼スラグ製品を使用した浅場造成に
よる「海の生き物がすみやすい環境づくり」を発展させ、横
浜市と「横浜の海の生物生息環境改善による豊かな海づくり
に関する連携協定」を締結した。JFEスチールは、今後この
協定に基づき海の環境改善に向けてさらに取り組み、この事
業の一環として、臨港パーク前海域での浅場・藻場などを造
成し、豊かな海づくり事業を進めていく。
水素関連技術では、神戸製鋼所が、水素社会の構築・拡大
に取り組む民間企業8社と共に、水素分野におけるグローバ
ルな連携や水素サプライチェーンの形成を推進する新たな団
体「水素バリューチェーン推進協議会」を設立し、参画する
ことを表明した。新団体は、水素バリューチェーン構築の為、

横断的な取り組みを行うこと、水素社会の実現の為、社会実
装に向けた動きを加速すること、金融機関と連携し、資金供
給の仕組みづくりを推進すること、を目的としている。本協
議会の活動を通じて、水素の社会実装に向けた革新的な取り
組みを進めることで、CO2削減、地球温暖化防止に貢献して
いく。当準備委員会参画企業は、水素社会構築を加速させる
ために、ⅰ）水素需要創出、ⅱ）スケールアップ・技術革新に
よるコスト低減 、ⅲ）事業者に対する資金供給、といった3

点の課題解決を目指す横断的な団体が必要と認識し、新団体
設立の具体的な検討を開始した。
エネルギー関連技術では、JFEスチールが「製鉄所の溶鉄
搬送容器における熱損失低減による省エネ活動」の功績によ
り、「2019年度（令和元年度）省エネ大賞 省エネ事例部門」の
「省エネルギーセンター会長賞」を受賞した。製鉄所の製鋼工
程における溶鉄搬送容器では、鉄製外殻の内面に耐火物を施
工して使用しているが、高性能断熱材を使用して表面温度を
下げ、輻射伝熱の抑制し、搬送容器表面からの熱損失を従来
の55～ 75％に低減した。製鉄所の搬送容器全基適用の場合、
エネルギー削減量（原油換算）は年間で約2.1万kL（一般家
庭消費量 24千世帯分）に相当する。
また、神戸製鋼所の100％子会社である（株）コベルコパ
ワー真岡は、栃木県真岡市に真岡発電所の建設を進めていた
が、2020年3月1日、2号機の性能が所定の条件を満足してい
ることを確認し、営業運転を開始した。2019年10月に1号機
の営業運転を開始しており、2号機の営業運転開始により発
電規模124.8万kW（62.4万kW×2基）となる本発電所の本格
的な操業が始まり、既存の神戸発電所1号機および2号機の
操業に加え、現在建設中の神戸発電所3号機および4号機が
営業運転を開始する2022年度には、神戸製鋼所グループの
発電規模は合計約400万kWに到達する。国のエネルギー政
策に則して、火力発電設備の高効率化に寄与するとともに、
経済性に優れた電力を安定的に供給することにより、我が国
の電力基盤の強化に貢献していく。

	3	 技術貿易・技術開発
3.1　技術貿易
図4に鉄鋼業の2019年度までの技術貿易収支の推移を示
す 50）。技術輸出対価受取額は前年度と比較して43％増加し、
技術輸入対価支払額も42％増加した。

3.2　研究費支出・研究者数
総務省統計局「科学技術研究調査」の結果の概要にある統
計表の第3表「企業における研究活動」にあるデータを用いて、
以下の3項目を整理した。その結果を図5～図7に示す 51）。
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［売上高対研究費支出比率］　前年度と比較して、全産業は
横ばいであるが、鉄鋼業は増加している。全産業の2019年度
は2015年度の水準で、鉄鋼業は2016年度の水準である。
［従業員1万人当たりの研究本務者数］　全産業は2017年
度に増加に転じたが、2019年度は減少した。鉄鋼業は2011

年度まで増加傾向で最高値を示したが、2012年度に減少し、
その水準で推移している。
［研究本務者1人当たりの研究費］　2019年度は、全産業で
は前年度と比較して僅かに低下している。鉄鋼業は前年度と
比較して大きく増加した。鉄鋼業は過去20年間で最も高い
水準にある。

図7　研究本務者1人当たりの研究費の経年変化（千万円／人）51）

図6　従業員1万人当たりの研究本務者数の経年変化（人）51）

図5　売上高対研究費支出比率の経年変化 51）

図4　鉄鋼業の技術貿易収支 50）
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3.3　公的資金を活用した研究開発の動向
鉄鋼関連の技術開発プロジェクトに関し、文部科学省の

「ヘテロ構造制御金属材料プロジェクト」が2019年度で終了
した。主要継続プロジェクトは、「鉄鉱石の劣質化に向けた高
級鋼材料創製のための革新的省エネプロセスの開発」、「熱制
御科学による革新的省エネ材料創製プロセスの研究開発」（い
ずれも2019～ 2021年度、委託先：NEDO）「環境調和型プロ
セス技術の開発　フェーズⅡ」、「CCS研究開発・実証関連事
業」、「超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業」（いず
れも2018～ 2022年度、委託先：NEDO）、「超先端材料超高
速開発基盤技術プロジェクト」（2016～ 2021年度、委託先：
NEDO）、経済産業省/NEDOの「革新的新構造材料等技術開
発」（2013～ 2022年度、委託先：NEDO）、「ミルフィーユ構
造の材料科学－新強化原理に基づく次世代構造材料の創製」
（2018～ 2022年度）等である。新たに開始されたプロジェク
トとしては、「「ゼロカーボンスチール」の実現に向けた技術
開発」（2020～ 2021年度、委託先：NEDO）がある。公的資
金を取得して行っている鉄鋼関連の研究・技術開発テーマの
主なものを表3に示す。プロセス、環境・エネルギー分野、材
料開発分野などで多くのテーマが取り組まれている。

	4	 技術系人材育成
本会では、業界横断的な人材育成を目的として、企業人材
育成事業（鉄鋼工学セミナー、鉄鋼工学セミナー専科、鉄鋼
工学アドバンストセミナー）および学生人材育成事業を継続
して実施してきている。
学生人材育成については従来行ってきた「学生鉄鋼セミ
ナー」に加え、2011年度より産学人材育成パートナーシッ

プ事業を継承し、修士学生対象である「鉄鋼工学概論セミ
ナー」、学部学生対象である「最先端鉄鋼体験セミナー」を実
施している。

2020年度はコロナ禍の影響により、企業人材育成、学生人
材育成事業のすべてのセミナーを中止せざるを得なかった。
その他、鉄鋼企業の経営幹部による「経営幹部による大学
特別講義」を7大学で、日本鉄鋼協会専務理事による「鉄鋼技
術特別講義」を3大学で実施し、1,000名を超える学生が聴講
した。また、大学が企画する製鉄所見学のバス代を支給する
事業も実施している。

	5	 本会における技術創出活動
本会では、生産技術部門に属する技術部会および技術検討
部会が中心となって鉄鋼生産技術に関する技術情報の調査、
技術開発課題の抽出と課題解決に向けた活動を行っている
（表4）。また、2015年から生産技術部門会議の下に設置され
活動してきた「建設用鋼材利用検討WG」は、2020年度から
「社会インフラ鋼材技術検討部会」として新たな体制による
活動を開始しつつある。
さらに、2018年4月からは「地球温暖化対策計画の実現に
向けた鉄鋼技術検討会議（略称CGS）」を設置し、関連学協会
等と情報交換を行いながら、広く鉄鋼業からのCO2排出量削
減に資する技術の検討を行っている。

5.1　技術部会
鉄鋼製造にかかわる特定分野毎の活動を推進している技術
部会は、部会大会を定期的に開催し、現時点で重要な課題を共
通・重点テーマとして、例年活発な議論を行っている（表4）。

表3　鉄鋼業における公的資金取得研究テーマの一例
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しかし、2020年度はコロナ禍の影響により、予定されていた春
季17、秋季18、計35の部会大会のうち、春季はすべての部会
大会が中止または延期となり、秋季は6部会（対面による開催
1部会、WEBによる開催5部会）が開催されるにとどまった。
それにより、参加者延べ人数もWEBによる参加を含めて

405名となり、大学等からの研究者の参加はなかった。
また、若手育成のための各種企画やテーマごとの各種技術
検討会活動、国際交流活動等も軒並み中止または延期を余儀
なくされ、一部の活動がWEBまたは人数を絞った対面によ
り実施された。

5.2　技術検討部会
分野横断的、業際的技術課題を検討する技術検討部会（表4）
は、新たに発足した「社会インフラ鋼材技術検討部会」を加
え、4部会が活動中である。

2020年度は、いずれの部会においてもコロナ禍の影響を受
け、特に上半期はほとんどの部会やWGにおいて活動を行え
ない状況となったが、下期からWEBを活用した会議や研究
発表等の活動を再開させた。
「実用構造用鋼の材質向上に向けた不均一性制御技術検討
部会」は、引き続き2019年度から開始したテーマによる活動
を継続中である。
また、「自動車用材料検討部会」では、自動車メーカーとの
新たな協力関係のあり方について（公社）自動車技術会との
協議を重ね、話題提供や若手を中心とした交流の場を設ける
等の活動を進めるとともに共同研究活動開始に向けた検討を
行い、2021年度からは新たなテーマによる共同研究を実施し
ていくこととなった。
なお、予定されていた自動車技術会／（公社）日本金属学会／
日本鉄鋼協会による合同シンポジウムは、延期となった。
「圧力容器用材料技術検討部会」では、鋼材規格検討WG、

先進耐熱鋼WGがそれぞれの活動を行い、先進耐熱鋼WGで
は、これまで3年間の活動をまとめた報告書を作成した。な
お、かねてより休会状態であった水素脆化WGは、2020年度
末をもって解散した。
「社会インフラ鋼材技術検討部会」は、2020年度から活動
を開始する予定であったが、その後新たな運営体制の下で活
動内容を見直すこととなり、検討を重ねた結果、技術課題は
当初計画提案のままであるものの、対象を見直すことや法令
的な課題も検討する等の変更を行うこととなった。

5.3　研究助成
本会の研究助成に関する制度を表5に示す。「鉄鋼研究振
興助成」では、2020年度から受給開始となる対象者として新
たに35件（若手6件）が採択され、2019年度から開始した30

件と合わせて2020年度は合計65件が受給テーマに基づく活
動を実施した。
「研究会」は、2020年度には20研究会が活動し、その内の

8研究会が同年度に終了した。2020年度に新規に活動を開始
した研究会は、研究会Ⅰ（シーズ型）5件であった（表6）。ま
た、2021年度から発足する研究会は、研究会Ⅰが4件（表7）
である。
鉄鋼協会研究プロジェクトは、2020年度から新たに1件が
活動を開始し（表8）、2021年度から活動を開始する2件が採
択された（表9）。
なお、2020年度は、研究会Ⅰ、研究会Ⅱ、鉄鋼協会研究プ
ロジェクトとも、コロナ禍の影響により対面での会議開催
が困難な中、WEBを活用した研究発表を行う等工夫して活
動を進めてきたが、一部の研究会、鉄鋼協会研究プロジェク
トに関しては、やむを得ず活動期間の延長を視野に入れて
いる。

表4　生産技術部門における技術創出活動の主体
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表5　日本鉄鋼協会の研究助成制度

表6　2020年度活動　研究会

表7　2021年度採択　研究会
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2020年新製品
本会維持会員企業における最近の新製品およびその動向を示す。

2020 年における新製品およびその動向一覧表
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生産技術のトピックス
2020年の注目すべき技術開発、新設備、新製品などの概要
を紹介する。

フェロコークス中規模設備の実証試験を開始
JFEスチール（株）

JFEスチールとNEDOは、神戸製鋼所、日本製鉄、国立大
学法人東北大学、および国立大学法人九州大学と共同で実施
中の「環境調和型製鉄プロセス技術の開発/フェロコークス
技術の開発」において、JFEスチール西日本製鉄所（福山地
区）に建設していた日産300トンの中規模フェロコークス製
造設備を完成させ、10月9日より実証試験を開始した。
フェロコークスは低品位の石炭と低品位の鉄鉱石から製造
される革新的な高炉原料である。フェロコークス中に約30％
含まれる金属鉄の触媒作用を活用し、高炉内の還元効率を飛
躍的に高めることで、高炉内に投入するコークス量の削減を
通じて、製銑プロセスのCO2発生量を大幅に削減することが
できる省エネルギー技術と位置づけられている。
本プロジェクトでは、高炉使用時のCO2排出量の大幅削減、
省エネルギー、および低品位の石炭・鉄鉱石使用による資源
対応力強化を目的としたフェロコークス製造技術を開発し、
2023年頃までに製銑プロセスにおけるCO2排出量とエネル
ギー消費量を約10％削減する技術の確立を目指している。

図1　フェロコークス製造設備外観

福山No.3焼結機の建設
JFEスチール（株）

JFEスチールでは、主要な高炉原料の一つである焼結鉱の
自給率を高めるために、休止していた既存のNo.3焼結機（稼
働1969年、休止1982年）を撤去し、新たにNo.3焼結機（火格
子面積387m2、生産能力300～ 400万 t/年）を建設した。これ
により焼結鉱の生産能力増強が図れ、外部調達をしている鉄

鉱石ペレットからより安定した品質の焼結鉱に置き換えるこ
とにより、原料コストの削減と高炉の安定操業が実現するこ
とができた。設備の更新にあたっては最新の技術（Primetals 

Technologies社製の焼結機と排ガス処理設備）を導入し環境
に配慮するとともに、エネルギー負荷を低減した操業を実現
している。
建設の着工は2017年4月、稼働は2019年12月であり、予
定通りのスケジュールで建設工事を推進することができた。
今回の建設工事における技術的なポイントとしては、吸着剤
吹込み式バグフィルターと湿式脱硫を組み合わせた最新式
の排ガス処理設備を導入したことである。これにより排ガス
中のSOx＝1～ 2ppm、DXN＜常時0.1ng-TEQ/Nm3という
高い目標をクリアできている（従来基準はSOx≦215ppm、
DXN＜1.0ng-TEQ/Nm3）。排ガスは循環方式にすることに
より排出量を抑制し、排ガス処理設備のコンパクト化を実
現した。また焼結原料層内の燃焼状態を逐次モニタリングす
るための温度、酸素濃度計を始めとした各種センサーを配備
し、得られた膨大なビックデータを統合的に解析することに
より、オペレーターに最適操業を提案する最新のDS/IoT技
術も今回新たに導入した。

図2　福山No.3焼結機建設状況（全景）

電気炉排熱変換・利用設備導入によるCO2削減
愛知製鋼（株）

愛知製鋼は「2030年ビジョン」で定められた環境基本方針
に基づき、資源循環型企業としてCO2排出量削減による低
炭素社会への貢献を強力に推進している。その中でもエネル
ギーを大量に消費し、CO2排出量割合が最も高い電気炉（全
社の36％）においてエネルギーと資源のさらなる有効活用に
よる地球環境と調和したモノ作りを推進することが急務であ
り第1段階として電気炉排熱回収設備を導入した（国内業界
初）。本設備は電気炉溶解工程で排出される高温排ガス（冷却
塔出側400℃）がもつ顕熱を排熱ボイラーにて回収し、蒸気
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に変換したものを同製鋼工程内のRH真空脱ガス工程用蒸気
と他工場一般用蒸気（暖房等）に利用した。
その結果約47％排熱回収（電気炉から排出される排ガス顕
熱を100％とした場合）できる性能であることを確認した。
省エネルギー効果として従来のガス炊きボイラー燃料原単
位を90％低減。これに伴いCO2も全社の約1％削減（4.2千 t-
CO2/年）を達成している。

図3　電気炉排熱回収設備導入前後の設備構成

高速モータ用Si傾斜磁性材料「JNRFTM」
JFEスチール（株）

電気自動車や高級家電ではモータ小型化の観点から、駆動
周波数の高周波化が進展しており、モータのコア材料として
使用される電磁鋼板には、高周波域での低鉄損化とともに、
高トルク化の観点から高磁束密度化が求められている。高周
波域での鉄損を低減するためには、鋼の電気抵抗を高めるSi

の添加量を増やすことが有効であるが、磁束密度の低下を招
くという課題があり、従来技術では高周波低鉄損と高磁束密
度の両立は困難であった。

JFEスチールは、このような課題に対応すべく、世界で
唯一のCVD（化学気相蒸着）連続浸珪プロセス技術を活用
し、浸珪量と拡散条件の最適化による板厚方向のSi濃度分
布制御、および結晶方位制御によって3％程度のSiを含有す
る無方向性電磁鋼板並みの高磁束密度と、現行Si傾斜材を
凌ぐ高周波低鉄損を両立した高速モータ用Si傾斜磁性材料
「JNRFTM」を開発した。

JNRFTMは、電気自動車の駆動モータ、家電製品用モータ、
およびドローンモータなど、小型・高速化が進展するモータ
分野において、モータの大幅な高効率化に寄与すると期待さ
れている。

高温強度と耐高温腐食性に優れた次世代型 
レキュペレータ用耐熱鋼を開発

山陽特殊製鋼（株）
山陽特殊製鋼は各種工業炉における燃料節減とCO2排出
削減を目的としたエネルギー効率の向上に貢献する次世代型
レキュペレータ用耐熱鋼を開発した。
レキュペレータとは、LNG等を燃料とする各種工業炉の
煙道に設置され、排出ガスの熱を利用して燃焼用空気を予熱
する廃熱回収装置であり、山陽特殊製鋼ではこれまでに伝
熱管として用いられる高クロムフェライト系耐熱鋼「SICシ
リーズ」を開発している。一方で廃熱回収時の伝熱管の損傷
を抑えるため、現状では高温の排出ガスを希釈して温度を下
げており、熱損失が生じている状態であった。この度、金属
間化合物の析出による強化に着目し、独自の合金設計・組織
制御技術を活用して高温環境下における結晶粒界・結晶粒内
での析出状態を最適化することで、既存のSIC12と同等の耐
酸化性、耐高温腐食性を有しながら、大幅に高温強度を向上
させた耐熱鋼の開発に至った。
本開発鋼をレキュペレータに適用することで、より高温で
の廃熱回収が可能となり、各種工業炉におけるエネルギー効
率向上による燃料節減とCO2排出削減が期待される。

図4　 高速モータ用Si傾斜磁性材料の磁気特性

図5　開発鋼の位置付け
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光電センサ、光学式エンコーダ向け 
高出力赤色点光源LEDの表面実装部品の開発

大同特殊鋼（株）
大同特殊鋼は、世界最高レベルの光出力5.7mW（20mA電
流注入時）を有した高出力赤色点光源LED（Light Emitting 

Diode）の表面実装部品「MED7P14-SMF-1」を開発した。
LEDは照明機器だけでなく、センサ光源として多くの産
業分野で製造装置・ラインに組み込まれている。特に点光源
LEDは発光部が微小なため光線制御性に優れ、光電センサや
サーボモータの光学式エンコーダなどに搭載されている。
これまでの点光源LED素子では、ユーザーが素子を実装
する必要があり、専用の実装設備や実装技術のノウハウが必
要であった。また、現在利用されている電子部品の多くは、
表面実装部品となっており、実装の生産性向上要求、および
各種モジュールにおける小型薄型化、高密度実装化要求か
ら、点光源LED素子においても表面実装型が求められてい
た。今回、電極パターンが形成されている基板上に高出力赤
色点光源LED素子（製品名：MED7P14、波長：650nm）を
実装し、屈折率が高く、耐光性の高い透明樹脂でモールドす
ることで、点光源LED素子からの光の取り出し効率を向上
させ、高出力の表面実装部品を実現した。
開発した表面実装部品では、ユーザーはその他の表面実装
電子部品と同様にプリント基板に容易に実装することが可能
となる。今後、工場自動化、ロボット、3Dセンシング等の用
途への適用が期待される。

図6　 表面実装部品 MED7P14-SMF-1の外観写真（JIS規格1608M、
幅1.6 mm奥行0.8 mm高さ0.7 mm）

出所：大同特殊鋼webサイト

エネルギー需給ガイダンスシステムの導入　
JFEスチール（株）

JFEスチールは、燃料・蒸気・電力運用における省エネル
ギー・CO2削減、コスト最小化を目的に、工場の詳細な生産
計画を取り込んでシミュレーションを行い、オペレータへ運
用支援するガイダンスシステムを開発し、西日本製鉄所（倉
敷・福山地区）に導入した。
本システム導入前は圧延加熱炉へ装入するスラブ情報（熱
片・冷片）を把握できなかった為に、圧延加熱炉でのガス使
用量が今後も一定量続くとした使用予測と副生ガス発生も転

炉吹錬実態による急激な需給変動に対応することができず、
外部燃料購入増となっていた。本システム導入後は圧延加熱
炉へ装入するスラブ情報を取り込むことで、ガス使用量を高
精度に予測可能となった。これにより、ガイダンスを活用し
たガス需給運用を行うことで、外部燃料購入を削減した。製
鋼吹錬情報等を取り込むことで、転炉同時吹錬が高精度に予
測可能となり、ガス・蒸気放散を削減した。
本システムの導入により、従来のオペレータの経験や能力
に基づく運用に対して、更に効率的な運用ができるようにな
り、省エネルギー・CO2削減、燃料・蒸気・電力コストの低
減を実現した。今後は他地区への展開及び外販等を推進して
行く。
 

図7　エネルギー需給ガイダンスシステムの概要

JFE Digital Transformation Center（JDXCTM）の開設
 JFEスチール（株）

JFEスチールは2020年7月、データサイエンスおよび最新
ICTを活用した全社的デジタルトランスフォーメーション
（以下DX）の推進拠点として「JFE Digital Transformation 

Center」（以下　JDXCTM）を本社に開設した。JDXCTMは全製
鉄所・製造所の操業データを統合的に活用できる環境を備え
る特徴を持つ。
日本の多くの銑鋼一貫製鉄所は、操業開始以来何十年もの
歴史を通じて、様々な製造・品質管理のノウハウ、設備・操
業トラブルの予兆管理など、データを豊富に蓄積してきてお
り、鉄鋼各社はこれまでもこれらを活用したIT化を検討・推
進してきた。

JFEスチールも、各地区に蓄積されたデータを社内クラウ
ドに共有し、全社のデータを各地区共通で解析・モデリング
できる仕組みの構築を進めているが、JDXCTMの開設により、
これらの豊富なデータの統合的な活用を可能にし、グローバ
ルな競争優位性を高められると考えている。

JDXCTMの機能および目的としては以下の点が挙げられ
る。（図8参照）
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1． データに関して、上工程から下工程まで連携、地区間の共
有化など、統合的に活用し、生産性向上およびコスト削減
等を推進。

2． 製造プロセスのサイバーフィジカルシステム（Cyber-

Physical System※、以下CPS）の共通化・標準化による、
操業技術全体のレベルアップ。

3． 全社データサイエンティストの知識と経験の共有ならび
に課題解決を通じた、スキルアップおよび人員拡充。
今後は、従来のDXへの取組みに加え、JDXCTMを拠点とし
た他の主要な製造プロセスへの取組み展開、各地区のCPS・
製造設備の遠隔監視の実現、リモートワークをはじめとする
様々な働き方に対応するなど、革新的な生産性向上および安
定操業を目指す。
（※） サイバーフィジカルシステム（Cyber-Physical System）：

フィジカル空間（実際の設備や製品）に関する莫大な
センサー情報をサイバー空間（仮想世界）に集約し、各
種手法の解析結果をフィジカル空間にリアルタイムに
フィードバックすることで価値を創出するシステム。

  

図8　JDXCTM の活用イメージ

ローカル5Gによる操業物流DXに向けた取り組み
日本製鉄（株）

日本製鉄は、日鉄ソリューションズ（株）と共同で室蘭製
鉄所において、ローカル5G（自営無線網）の構築に向けた適
用検証を開始した。自営無線網は、高速な無線網を自社専用
に運用することで大量のデータ通信を容量無制限で実現する
ことができ、社外の通信網を一切通らないことから極めて高
いセキュリティを担保することが可能となる。また、自ら無
線基地局を設置することで、建屋等の影響により公共無線網
では電波の届きにくい場所など広い敷地内の隅々まで通信で
きるメリットもある。

2021年に予定している5G認可に先駆けて、自営等BWA

（4Gの自営無線網）を設置し、電波を遮蔽・反射する高い建
造物が多い製鉄所特有の無線電波の伝わり方や伝送速度の
検証を行い、5G化を進める計画としている。また、構内を走

行するディーゼル機関車に高精度測位（RTK測位）と高精度
4Kカメラによる遠隔運転化、構内 IPカメラの画像を使った
AIによる自動識別・検知による安全レベルの向上、各種設備
に設置する IoTセンサーからのセンシングデータを基にした
設備診断・予兆管理への適用についても並行して技術検証を
行う予定である。
室蘭製鉄所で得られた成果に基づき、他製鉄所への展開の
みならず、日本製鉄グループの製造現場全体のデジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）実現を目指し進めていく。

図9　適用イメージ
出所：日本製鉄webサイト

インバリアント分析技術を活用した設備状態監視基盤の構築
日本製鉄（株）

日本製鉄は、製鉄製造現場におけるデジタルトランス
フォーメーション（DX）推進の一環として、鉄鋼製造現場で
長年培った設備診断、設備管理ノウハウおよびプロセス制御
におけるデータ解析技術と、日本電気（株）のAI分析ソフト
ウェア「NEC Advanced Analytics -インバリアント分析」を
組合せた設備状態監視基盤を構築した。
本基盤は、100ms毎にリアルタイムに得られる現場設備計
測データ等から、“いつもと違う”異常の予兆を自動検知し、
トラブルによる稼働停止や設備不良による製品の品質劣化
を未然に防止することができる。さらに稼動中の“いつもの
状態”を学習することで、発生したことがない未知のトラブ
ルの発見も可能である。また、本基盤は、鉄鋼製造プロセス
の異常判定に十分なレスポンスを有し、さらに判定に用いる
データの前処理を利用者自身でカスタマイズできることか
ら、様々な鉄鋼製造設備への展開が可能である。
今回、本基盤を君津地区の熱延工場に適用し、製造工程各
所に設置した500点の物理センサーから収集したデータを含
む2,000以上の計測項目データ（電流・温度・圧力・制御信
号など）を基に設備や装置の振る舞いをAIにより学習・モデ
ル化することで、トラブルを未然に防ぎ、設備点検・稼働監
視の効率化を実現する。
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図10　設備状態監視基盤システム概要
出所：日本製鉄webサイト

遠心圧縮機用 17-4PHステンレス鋼製大型インペラ素材
日本製鋼所M＆E（株）

石油化学プラントやガスパイプラインなどで使用される遠
心圧縮機用インペラは、生産性効率化などの観点から大型化
が求められており、かつ、高速回転体であるため高い信頼性
が要求される。日本製鋼所M＆Eは、昨今のインペラ大型化
へのニーズに応えるべく、独自の熱処理シミュレーションを
駆使することによって、φ1.9m、高さ約660mm、重量約7ton

の17-4PHステンレス鋼製大型インペラ素材の製造に成功し
た（図11）。
インペラは腐食性のガスに晒され、高速回転による遠心力
が負荷される。そのため、耐食性と高強度を併せ持つ鋼種と
して、主に析出硬化系ステンレス鋼（17-4PH）が使用される。
本鋼種は水素割れ感受性が高いことが一般的に知られてお
り、かつ、製品が大型化するほど、熱処理時の製品内外での
温度差が大きくなり、内部のマルテンサイト変態により外表
面に引張応力が発生するため、割れ発生が懸念される。従っ
て、割れを防止するためには、鋼中水素量の低減と熱処理時
の変態応力を抑えることが有効と考えられる。
そこで、変態応力を軽減するために、熱処理形状及び熱処
理条件の適正化を図った。日本製鋼所M＆Eでは相変態を伴
う鋼種の熱処理割れ防止を目的として、FEM解析ソフトに
独自のサブルーチンプログラムを組み込むことで計算精度
の向上を図っている。温度 -組織 -応力の連成関係を考慮した
解析を行うことで、冷却過程における部材内の組織分率や作
用応力の分布を推定でき、実測値に近い残留応力値が得られ
る。日本製鋼所M＆Eではインペラの更なる大型化ニーズに
応えるべく、製造技術開発を進めていく。
 

図11　17-4PHステンレス鋼製φ1.9mインペラ素材
出所：日本製鋼所M&E資料

高機能ステンレス鋼の二次加工能力増強（知多第2工場稼働）
大同特殊鋼（株）

大同特殊鋼は愛知県知多市に知多第2工場を設立し、2020

年3月に棒鋼ピーリング設備1ライン（皮剥ぎ設備、月産能力
1,000t）の稼働を開始した。自動車や半導体製造装置などの
部品向けに需要拡大が期待できる高機能ステンレス棒鋼の生
産能力増強が狙い。主力の知多工場で製鋼、圧延したステン
レス棒鋼は、これまで星崎工場で加工して梱包、出荷してい
たが、加工から出荷までの工程の一部を知多第2工場へ移管
する。
今後は2021年中に熱処理設備2基の新設、星崎工場から
ピーリング設備を移設して2ライン化するほか、超音波検査
装置を導入し品質保証体制をさらに強化する。これらの設備
が本格稼働することで、能力増強のみならず、物量増加によ
り手狭となっていた星崎工場の物流改善を図る。
更に知多第2工場は大同スマートファクトリーの先駆けと
なるモデル工場とすべく、IoT技術を活用していく。モノづ
くりでの問題点や変化点を正確にとらえるための情報収集は
多大な時間と労力を要するが、最新のIoT技術を活用するこ
とで「素早く応えられる」「すぐに捉え改善できる」工場とし、
経営課題に対応できる生産体制を目指す。
 

図12　知多第2工場 棒鋼ピーリング設備
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中津川先進磁性材料開発センター開所
大同特殊鋼（株）

大同特殊鋼は2020年5月に磁石の研究開発ならびに次世代
モーターの研究、磁性材料応用製品の研究開発拠点として岐
阜県中津川市に中津川先進磁性材料開発センターを開所した。
近年の環境意識の高まりから自動車の電動化が進みつつ
ある中、電動化の主役であるモーターに注目が集まり、モー
ター出力に大きく貢献する磁石に対して性能向上への要求が
更に強まっている。そうした状況下、大同特殊鋼では磁石事
業の成長戦略を推進中である。磁石事業においては子会社で
ある（株）ダイドー電子が製造・販売を、研究開発を大同特
殊鋼が担ってきたが、今回ダイドー電子が立地する中津川地
区で新拠点を設立し、磁石の研究と製造、さらにモーターの
設計・評価を同地区に集約することで、次世代モーター技術
とそれを支える高機能磁石に関する産学連携の研究開発を推
進し、体制強化を図っていく。
本センターの産学連携拠点化により、自動車産業、ロボッ
ト産業および素材産業の技術革新に寄与するとともに、次世
代モーターと磁石などの基礎材料の双方に精通する先端技術
者を育成するという役割も担っていく。

 

熱処理省略可能な高強度焼結部品用ニッケルフリー合金鋼粉
『FM800』

JFEスチール（株）
JFEスチールは、ベルト炉焼結のままでも引張強さ（TS）

800MPa級の焼結部品を実現するNiフリー合金鋼粉
『FM800』を開発した。従来、焼結機械部品の鉄基原料粉末
として用いられてきた4％ Ni系合金鋼粉（図14）は、高強
度部材用として広く使用されてきたが、切削性の悪化によ
る加工費の増大やNiの価格高騰による合金鋼粉価格の上
昇といった問題が挙げられており、Niを含まずとも同等の
特性を有し、かつ安価な合金鋼粉が要望されていた。一方、
TS800MPa級の強度特性を要求される焼結機械部品には、

4％Ni系合金鋼粉を焼結したままでは強度が不足するため、
更に浸炭熱処理を施す必要があった。これは強度的に過剰品
質の状態であり、部品の製造コストおよびリードタイムの増
大のみならず、CO2排出や環境負荷の課題を抱えていた。こ
れらの課題を解決することを目的として、JFEスチールはCu

を3％、Moを1.3％プレアロイ添加した今までにないNiフ
リーの合金鋼粉『FM800』（図14）を開発し、図15に示すよ
うに焼結のままでもTSが800MPaを超える高強度を達成す
ることに成功した。浸炭熱処理プロセスの省略が可能となる
ことにより、エネルギー使用量の削減やCO2排出量の低減な
どによるSDGsへの貢献も期待される。
 

図14　粒子構造イメージ図 図15　焼結密度と引張強さの関係

コイル製品倉庫クレーンスマート運用システム
JFEスチール（株）

JFEスチールは、コイル製品倉庫の荷役設備である自動天
井クレーンのスマート運用システムを開発し、全社展開を開
始した。
製鉄所にて製造されたコイル製品は、梱包後一時的に出荷
岸壁近くの製品倉庫に保管され、出荷日になると製品倉庫か
らクレーンによって搬出された後、運搬船やトラックにより
顧客に向けて発送される。製品倉庫からのコイル搬出作業は
オペレーターにより実施されてきたが、多数クレーンが並行
して動く複雑な操業のため、搬出待ち時間が発生して出荷効
率が十分上がらないケースがあった。
今回開発したスマート運用システムでは、「スケジューリ
ングプログラム」（図16）によって、操業・出荷計画等をベー
スに作業順を自動的に最適化し、さらに「配置最適化機能」
によって、コイル製品を理想的な配置に並べ替えて、別のコ
イル製品が上に乗ってしまっている場合に発生する掘り出し
作業を低減し、搬出待ち時間を0にすることに成功した。本
システムは、3段積みのコイル倉庫や、荷さばき場がなくス
ペースに余裕がない倉庫に対しても適用できるため、今後も
全社の倉庫に適用拡大され出荷効率のさらなる向上に貢献す
ることが期待される。

図13　中津川先進磁性材料開発センターの外観
出所：大同特殊鋼webサイト
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車体性能評価技術の車両開発への採用
JFEスチール（株）

JFEスチールは、自動車車体性能評価技術を含む設計
支援統合技術を開発し、お客様とのEVI（Early Vender 

Involvement）活動に適用している。同技術を広範に用いた
協業活動が結実し、スズキ株式会社が2020年1月に発売した
「新型ハスラー」の車体開発に採用された。「ハスラー」は乗
り心地や振動特性といった車体性能向上のためにスズキ車で
は初めて構造用接着剤を本格的に適用したモデルであり、今
後の新型車においても広く採用される見込みである。JFEス
チールは、設計段階での接着剤適用箇所の最適化シミュレー

ション、試験体レベルでの基礎特性評価、適用車体の特性評
価・実証に至る新機種開発の広い段階で技術協力を行い、操
縦安定性・乗り心地性能といったパフォーマンス向上に寄
与した。JFEスチールでは、適用部位に特色あるハイテン製
品群を活用する成形支援技術、トポロジー最適化を含む設計
支援技術、実験的な手法を基礎とする車体特性評価技術によ
り、自動車メーカーや部品製造メーカーと協業して、ものづ
くりを支援しており、衝突安全性能と軽量化・CO2排出抑制
を両立する自動車車体製造に貢献している。高品質な鋼板製
品の開発・製造と合わせて鋼板利用技術を活用した適材適所
へのハイテン採用を推進し、今後も競争力のある自動車製造
を支援する。
 

図17　構造用接着剤適用部位

図16　スケジューリングプログラム概要
出所：JFEスチールWebサイト
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